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８ 大分県情報提供推進要綱

（平成１８年４月 １日大分県告示第４２９号等共同告示）

改正（平成２３年３月２２日大分県告示第２３８号等共同告示）

（趣旨）

第１条 この要綱は、大分県情報公開条例（平成１２年大分県条例第４７号。以下「条

例」という。）の規定に基づき、積極的な情報提供の推進に関し基本的な事項を定める

ものとする。

（情報提供窓口）

第２条 情報センター及び地区情報コーナー（以下「情報センター等」という。）におい

ては、行政資料の展示、閲覧等の機能を充実させるとともに、提供情報に関する相談

及び県行政についての一般的な案内を行うなど、県民等に親しまれ、利用しやすい情

報提供の窓口づくりに努めるものとする。

２ 前項に定めるもののほか、情報提供の実施に関する情報センター等の運営について

必要な事項は、大分県情報センター等設置運営要綱（昭和６３年大分県告示第１０８

８号）の定めるところによる。

（情報提供の実施）

第３条 実施機関（公安委員会及び警察本部長並びに県が設立した地方独立行政法人、

地方住宅供給公社及び土地開発公社を除く。以下同じ。）は、次の各号に掲げる情報に

ついて、目録を整備し、当該各号に定めるところにより、情報センター等で県民等に

提供するものとする。

（１）行政資料情報

イ 刊行物情報 県が作成し、又は収集した統計資料、白書、業務概要書、県報、

広報誌等の刊行物情報を分類・整理し、展示して別表第１に定める閲覧期間中、

閲覧に供し、写しの交付及び貸出しを行う。

ロ 生活・文化・イベント情報 観光情報、各種イベント情報等に関するパンフレ

ット、リーフレット類を展示し、及び配布する。

（２）映像情報 県が作成し、又は収集したビデオテープ等映像情報を機器を操作して、

視聴に供し、及び貸出しを行う。

（３）インターネット情報 県庁ホームページに掲載している各種情報をパーソナルコ

ンピューターにより県民等に提供する。

２ 実施機関は、情報センター等で提供する情報の検索等について利用者から申出があ

った場合は、行政資料目録による検索等を行うとともに、パーソナルコンピューター

等の操作を行うことにより、積極的な情報提供の推進に努めるものとする。

３ 実施機関は、第１項各号に掲げる情報のほか、次に掲げる情報については、県民等

の求めに応じて提供できるものとする。

（１）条例に基づき、既に公開されている情報

（２）既に公にされている情報

（３）前２号に掲げるもののほか、実施機関が直ちに公開できるものと認める情報

４ 第１項の規定にかかわらず、実施機関が別に定める地方機関、教育機関及び病院（以
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下この項において「地方機関等」という。）が管理する同項第一号及び前項に各号に掲

げる情報について、当該地方機関等で県民等に提供できるものとする。

５ 前各項に定めるもののほか、情報提供事務の取扱いに関し必要な事項は、大分県情

報提供事務取扱要綱（昭和６３年大分県告示第１０９０号）の定めるところによる。

（行政資料の収集管理）

第４条 知事は、実施機関及び国、市町村等が作成した刊行物等の行政資料を収集する

行政資料収集ネットワークの整備を図り、積極的に行政資料を収集するものとする。

２ 知事は、収集した行政資料を行政資料分類表（別表第２）により分類・整理し、情

報センター等において適正に管理するとともに、県民等の求めに迅速かつ的確に応ず

るために、行政資料目録を作成し、これを情報センター等に備え置いて県民等の利用

に供するものとする。

３ 前２項に定めるもののほか、行政資料の収集管理に関し必要な事項は、別に定める。

（委任）

第５条 この要綱に定めるもののほか、情報提供の推進に関し必要な事項は、実施機関

が定める。

附 則（平成１９年告示第４２９号）

１ この告示は、公示の日から施行する。

２ 大分県情報提供推進要綱（平成１３年大分県告示第３５６号等共同告示）は、廃止

する。

附 則（平成２３年告示第２３８号）

この告示は、公示の日から施行する。

別表第１（第３条関係）

閲覧期間

（１）要覧、事業概要、定期報告書（年次発行印刷物）、広報誌紙類 １年

（２）事業計画書、調査研究報告書、基本計画書等 ５年

（３）統計資料類のうち特に資料価値の高いもの 10年


